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甲府市若年がん患者の在宅療養生活支援事業実施要綱 

令和３年２月１日 

福第２１号 

（趣旨） 

第１ この要綱は、甲府市若年がん患者の在宅療養生活支援事業（以下「支援事業」という。）の実施

に関し必要な事項を定めるとともに、支援事業の利用者に対して、予算の範囲内において補助金を

交付することに関し、甲府市補助金等交付規則（昭和３８年１１月規則第５０号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業の目的） 

第２ 支援事業は、がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）第２条第４号の基本理念及び第１７条

のがん患者の療養生活の質の維持向上に関する規定に基づいた地方公共団体の施策の一つとして、

若年の末期がん患者が、住み慣れた自宅で最期まで自分らしく安心して日常生活を送ることができ

るよう、在宅における生活を福祉面から支援することにより、末期がん患者の在宅での療養生活の

質の維持向上と、患者及びその家族の負担の軽減を図ることを目的とする。 

 

（実施主体） 

第３ 支援事業の実施主体は、甲府市とする。 

 

（対象者） 

第４ 支援事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号に掲げる要件の全てに該当す

る者とする。 

(1) 甲府市内に住所を有する者 

(2) 支援事業のサービスを利用する時点において、年齢が４０歳未満である者 

(3) 治癒を目的とした治療を行わない末期がん患者（医師が一般に認められている医学的知見に基

づき回復の見込みがない状態に至ったと判断したものに限る。） 

(4) 在宅療養上の生活支援及び介護が必要な者 

(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

に基づく事業、甲府市重度障害者等訪問入浴サービス事業実施要綱（平成１２年４月福第１２号）

に基づく事業、甲府市日常生活用具給付等事業実施要綱（平成１８年１０月福第２２号）に基づく

事業、甲府市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱（平成３１年４月福第２８号）

に基づく事業又はその他の事業において、支援事業と同等のサービスの利用を受けることができ

ない者 
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（対象サービス） 

第５ 支援事業の補助対象となるサービス（以下「対象サービス」という。）は、介護保険法（平成９

年法律第１２３号。以下「法」という。）の規定に基づくサービスのうち、次の各号に掲げるサービ

スとし、その内容は当該各号に掲げるところによる。 

(1) 訪問介護サービス 法第８条第２項に規定する訪問介護と同じ内容とし、その具体的なサービ

ス行為は、訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（平成１２年３月１７日老計第

１０号厚生省老人保健福祉局老人福祉計画課長）で示されているサービス行為とする。 

(2) 訪問入浴介護サービス 法第８条第３項に規定する訪問入浴介護と同じ内容とする。 

(3) 福祉用具貸与サービス 法第８条第１２項に規定する福祉用具貸与と同じ内容とし、その貸与

する福祉用具の種目は、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福

祉用具の種目（平成１１年３月３１日厚生省告示第９３号）で示されている種目とする。 

 (4) 福祉用具購入サービス 法第８条第１３項に規定する特定福祉用具販売と同じ内容とし、その

購入費等の補助に係る福祉用具の種目は、厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉

用具の種目及び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の

種目（平成１１年３月３１日厚生省告示第９４号）で示されている種目とする。 

(5) 居宅介護支援サービス 法第８条第２４項に規定する居宅介護支援と同じ内容とする。 

 

（サービス提供事業者） 

第６ 対象サービスを提供する事業を行う者（以下「サービス提供事業者」という。）は、法第４１条

第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業

者のうち、支援事業への対応が可能なものとする。 

２ 前項に規定する事業者のほか、法の指定事業者と同等のサービスの提供が可能である等、市長が

特に認めた者は、サービス提供事業者となることができる。この場合における手続き等については、

市長が別に定める。 

３ サービス提供事業者は、対象サービスを提供する際は、この要綱に定めるもののほか、法、介護保

険法施行令（平成１０年政令第４１２号）、介護保険法施行規則（平成１１厚生省令第３６号）、甲府

市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３１年３月条

例第４号）及び甲府市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平成

３０年３月条例第２号）の規定に準じて運営を行うものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、サービス提供事業者は、訪問介護サービスを提供する際に、支援事業の

利用者（第１０の規定により支援事業の利用の決定を受けた者をいう。以下同じ。）及びその家族の

状況に応じて、介護保険法施行規則第５条中「居宅要介護者が単身の世帯に属するため又はその同

居している家族等の傷害、疾病等のため、これらの者が自ら行うことが困難な家事であって、居宅要

介護者の日常生活上必要なものとする。」規定は、適用しないことができるものとする。 
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（サービス費用額等） 

第７ 支援事業の利用者が、対象サービスを利用したときの費用の額は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 訪問介護サービス、訪問入浴介護サービス及び福祉用具貸与サービスの費用の額は、法第４１

条第４項に規定する「厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額」として示された、指定

居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年２月１０日厚生省告示第１９号）

により算定した額とする。 

(2) 福祉用具購入サービスの費用の額は、法第４４条第３項に規定する「現に当該特定福祉用具の

購入に要した費用の額」とする。 

(3) 居宅介護支援サービスの費用の額は、法第４６条第２項に規定する「厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額」として示された、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す

る基準（平成１２年２月１０日厚生省告示第２０号）により算定した額とする。 

２ 月の中途でのサービス利用の開始、中止等、詳細な費用額の算定については、介護保険制度を準用

するものとする。 

 

（サービス費用額の補助） 

第８ 市長は、支援事業の利用者が、次の表に掲げる対象サービスを利用したときは、当該サービスの

利用に要する費用の一部を補助するものし、対象サービスの区分における補助の単位、補助の限度

基準額、補助の割合及び補助金の限度額は、同表のとおりとする。ただし、算出された補助金の額に

１００円未満の端数が生じた場合は、当該端数金額を切り捨てるものとする。 

対象サービスの区分 
補助の 
単位 

補助の限度基準額 補助の割合 補助金の限度額 

訪問介護サービス 月 １３０,０００円 １００分の５０ ６５,０００円 

訪問入浴介護サービス 月 ７０,０００円 １００分の５０ ３５,０００円 

福祉用具貸与サービス 月 ３０,０００円 １００分の５０ １５,０００円 

福祉用具購入サービス 年 ６０,０００円 １００分の５０ ３０,０００円 

２ 市長は、支援事業の利用者が、居宅介護支援サービスを利用したときは、当該サービスの利用に要

する費用の全額を補助するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長は、支援事業の利用者が、生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）の適用を受けている世帯に属するときは、補助の限度基準額を上限として費用の全額を補助す

るものとする。 

 

（サービス利用の申請） 

第９ 支援事業を利用しようとする者又はその家族（以下「申請者等」という。）は、甲府市若年がん

患者の在宅療養生活支援事業利用申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しな
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ければならない。 

(1) 甲府市若年がん患者の在宅療養生活支援事業医師意見書（第２号様式）又は第４第３号に該当

することが確認できる書類 

(2) 生活保護法の適用を受けている場合は、それを証する書類 

(3) その他市長が必要と認める書類 

 

（サービス利用の決定） 

第１０ 市長は、第９に規定する申請書を受理したときは、速やかに、その内容を審査のうえ、支援事

業の利用の適否を決定し、甲府市若年がん患者の在宅療養生活支援事業（利用承認決定・利用不承認

決定）通知書（第３号様式）により、申請者等に通知するものとする。 

２ 利用決定の有効期間は、申請のあった日から、当該支援事業のサービスの利用を終了する日又は

取り消す日までとする。 

 

（医師の意見の聴取） 

第１１ 市長は、利用に関し必要があると認めるときは、申請者又は利用者の身体状況等について、医

師に意見を求めることができるものとする。 

 

（サービスの利用） 

第１２ 利用者又はその家族（以下「利用者等」という。）は、支援事業のサービスの利用に当たって

は、サービス提供事業者に対して自ら依頼し、当該サービスの提供を受けるものとする。 

２ 市長は、利用者等から前項のサービス提供事業者の選定等について相談があったときは、必要な

情報を提供するものとする。 

 

（居宅サービス計画の作成等） 

第１３ 利用者等は、訪問介護サービス、訪問入浴介護サービス、福祉用具貸与サービス又は福祉用具

購入サービスを利用しようとするときは、当該サービスを適切に利用できるよう、サービス利用等

に係る相談、居宅サービス計画の作成及びサービス提供事業者とのサービス利用調整等を、指定居

宅介護支援事業者へ依頼し、当該事業者から居宅サービス計画の交付を受けるものとする。 

２ 前項の居宅サービス計画は、介護保険制度の様式を準用するものとする。 

３ 利用者等は、第１項の居宅サービス計画の交付を受けたときは、速やかに、当該計画の写しを甲府

市に提出しなければならない。 

 

（福祉用具サービス計画の作成） 

第１４ 利用者等は、福祉用具貸与サービス又は福祉用具購入サービスを利用しようとするときは、
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当該サービスを適切に利用できるよう、福祉用具サービス計画の作成をこれらのサービス提供事業

者に依頼し、当該事業者から福祉用具サービス計画の交付を受けるものとする。 

２ 前項の福祉用具サービス計画は、介護保険制度の様式を準用するものとする。ただし、福祉用具サ

ービス計画の内容が居宅サービス計画等において確認ができる場合には、一部の様式を省略するこ

とができるものとする。 

３ 利用者等は、第１項の福祉用具サービス計画の交付を受けたときは、速やかに、当該計画の写しを

甲府市に提出しなければならない。 

 

（申請内容の変更等） 

第１５ 利用者等は、支援事業の利用期間中において、次の各号のいずれかに該当したときは、甲府市

若年がん患者の在宅療養生活支援事業利用（変更・中止）申請書（第４号様式）により、速やかに、

その旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 住所等の申請内容に変更が生じたとき。 

(2) 希望するサービスに変更又は追加が生じたとき。 

(3) 主治医が変更になったとき。 

(4) 支援事業を利用する必要がなくなったとき。 

(5) 第４に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理したときは、速やかに、その適否を決定し、甲府市若年がん

患者の在宅療養生活支援事業利用（変更承認決定・変更不承認決定・中止決定）通知書（第５号様式）

により、利用者等に通知するものとする。 

 

（利用の中止又は取消） 

第１６ 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該支援事業の利用を中止させ、又

は取り消すことができる。 

(1) 疾病の状況の変化等により支援事業を利用することが困難であると認められるとき。 

(2) 不正又は虚偽の申請により、利用の承認の決定を受けたとき。 

(3) 第４に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が支援事業の利用が適当でないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により、当該支援事業の利用を中止させ又は取り消すときは、甲府市若年がん

患者の在宅療養生活支援事業利用（中止・取消）通知書（第６号様式）により、利用者等に通知する

ものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第１７ 補助金の交付を受けようとする利用者等は、甲府市若年がん患者の在宅療養生活支援事業補
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助金交付申請書（第７号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 甲府市若年がん患者の在宅療養生活支援事業利用実績報告書（第８号様式） 

(2) 居宅サービス計画の写し 

(3) 福祉用具サービス計画の写し（福祉用具貸与サービス又は福祉用具購入サービスを利用した場

合） 

(4) 領収書 

(5) その他必要な書類 

２ 前項の申請は、利用者がサービスを受けている期間中、サービスを利用した月単位又は一定期間

分をまとめて申請することができるものとする。ただし、サービスを利用した期間が複数年度にわ

たる場合は、市長が定める日までに申請しなければならない。 

 

（補助金の交付決定等） 

第１８ 市長は、第１７に規定する補助金の交付申請書が提出されたときは、書類内容、サービスの利

用実績等により、補助金の交付について審査し、適正であると認めるときは、速やかに、補助金を利

用者等に支払うものとする。 

２ 市長は、必要と認めるときは、前項の申請に係る事項に修正を加え、又は条件を付し、決定するこ

とができる。 

３ 市長は、前２項の規定により補助金の交付を決定したときは、甲府市若年がん患者の在宅療養生

活支援事業補助金交付決定通知書（第９号様式）により、利用者等に通知するものとする。 

 

（目的外使用等の禁止） 

第１９ 福祉用具貸与サービス又は福祉用具購入サービスの利用にかかる補助金を受けた利用者等は、

その福祉用具を目的に反して使用し、又は譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。 

 

（調査等） 

第２０ 市長は、必要があると認める場合は、申請者等、利用者等又はサービス提供事業者に対し、必

要な報告若しくは資料の提出を求め、実地調査を行い、又は必要な指示をすることができる。 

２ 申請者等、利用者等又はサービス提供事業者は、前項の規定に応じなければならない。 

 

（予算による制限） 

第２１ この要綱に基づく補助金は、予算の範囲内において交付するものとする。 

 

（関係書類の保存期間） 

第２２ サービス提供事業者及び利用者等は、この支援事業に係る帳簿及び証拠書類を、サービスの
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利用が終了した年度の翌年度４月１日から起算して５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第２３ この要綱に定めるもののほか、支援事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和３年２月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 




























